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 （百万円未満四捨五入）

１．2027年３月期第１四半期の連結業績（2026年４月１日～2026年６月30日） 

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）
 

 売上高 営業利益 税引前利益 四半期利益 
親会社の 

所有者に帰属する 
四半期利益 

四半期包括利益 
合計額 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

2027年３月期第１四半期 1,487,316 5.1 314,248 21.1 308,466 20.2 221,457 24.4 195,465 22.1 229,827 25.4 

2026年３月期第１四半期 1,415,734 3.0 259,473 △4.7 256,704 △9.1 177,996 △7.0 160,069 △7.0 183,290 1.6 

 

 
基本的１株当たり 

四半期利益 
希薄化後１株当たり 

四半期利益 

 円 銭 円 銭 

2027年３月期第１四半期 51.34 51.33 

2026年３月期第１四半期 40.23 40.22 

 

（参考）その他重要な経営指標 

 

 

調整後営業利益 

 

親会社の 

所有者に帰属する 

調整後四半期利益 

基本的１株当たり 

調整後四半期利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

2027年３月期第１四半期 314,262 21.1 193,442 21.6 50.81 

2026年３月期第１四半期 259,473 － 159,094 － 39.99 

（注）上記の調整後利益は、非経常的な損益やポートフォリオ見直しに伴う一時損益を除外したものです。 

 

（２）連結財政状態 

 資産合計 資本合計 
親会社の所有者に 

帰属する持分 
親会社所有者 
帰属持分比率 

 百万円 百万円 百万円 ％ 

2027年３月期第１四半期 18,854,231 5,646,278 5,127,098 27.2 

2026年３月期 19,063,364 5,592,690 5,076,738 26.6 

 

２．配当の状況 

 
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

2026年３月期 － 40.00 － 40.00 80.00 

2027年３月期 －     

2027年３月期（予想）  42.00 － 42.00 84.00 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無 
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３．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日） 

 （％表示は、対前期増減率）
 

 売上高 調整後営業利益 
親会社の所有者に 

帰属する調整後当期利益 
基本的１株当たり 
調整後当期利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 6,410,000 5.6 1,210,000 5.0 731,000 2.7 196.29 

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無 

 

※  注記事項 

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更：有 

新規  －社、除外  1社（株式会社ジェイコムウエスト） 

 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更 

①  ＩＦＲＳにより要求される会計方針の変更：無 

②  ①以外の会計方針の変更                ：無 

③  会計上の見積りの変更                  ：無 

 

（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2027年３月期１Ｑ 4,007,450,967株 2026年３月期 4,187,847,474 株 

②  期末自己株式数 2027年３月期１Ｑ 200,111,982株 2026年３月期 380,769,056 株 

③  期中平均株式数（四半期累計） 2027年３月期１Ｑ 3,807,195,280株 2026年３月期１Ｑ 3,978,573,272 株 

（注）自己株式数については、役員報酬ＢＩＰ信託口が所有する当社株式（2027年３月期１Ｑ：1,235,265株 

2026年３月期：1,495,908株）を含めて記載しております。 

 

※  添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー：有（義務） 

 

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての

注意事項等については、添付資料Ｐ．5「１．経営成績等の概況（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説

明」をご覧下さい。 

 

（決算補足説明資料及び決算説明会内容の入手方法について） 

 当社は、2026年８月７日（金）に機関投資家及びアナリスト向け決算説明会を開催いたします。説明会で配布する

資料は、決算短信の開示と同時に、動画・主なＱ＆Ａ等につきましては、説明会開始後速やかに当社ウェブサイトに

て掲載する予定です。 

 上記説明会のほかにも、当社では、個人投資家の皆様向けに適宜、事業・業績に関する説明会を開催しておりま

す。開催の予定等につきましては、当社ウェブサイトをご確認下さい。 
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１．経営成績等の概況 

（１）当四半期の経営成績の概況 

このたびの令和８年熊本地震により被災された皆さま、そのご家族の方々に心よりお見舞い申し上げます。KDDIグ

ループは被災地の復興に向けて、引き続き全力で取り組んでまいります。 

2027年３月期第１四半期の経営成績の概況については、本決算短信と同日にTDnet及び当社Webサイトで開示してい

る以下の資料をご参照ください。 

・プレゼンテーション資料 

・決算詳細資料 

※最新IR資料ダウンロード：https://www.kddi.com/corporate/ir/ir-library/presentation/ 

 

 

■連結業績 

第１四半期連結累計期間 

      （単位：百万円）

    

前第１四半期 

連結累計期間 
自 2025年４月１日 

至 2025年６月30日 

当第１四半期 

連結累計期間 
自 2026年４月１日 

至 2026年６月30日 

比較増減 

 

増減率

（％） 

 売 上 高 1,415,734 1,487,316 71,582 5.1 

 調 整 後 営 業 利 益 259,473 314,262 54,789 21.1 

 営 業 利 益 259,473 314,248 54,775 21.1 

 
親 会 社 の 所 有 者 に 帰 属 す る

調 整 後 四 半 期 利 益
 159,094 193,442 34,348 21.6 

 
親 会 社 の 所 有 者 に 帰 属 す る

四 半 期 利 益
 160,069 195,465 35,396 22.1 

（注）調整後利益は、非経常的な損益やポートフォリオ見直しに伴う一時損益を除外したものです。 

 

当第１四半期連結累計期間の売上高は、前年同期と比較し、モバイル収入、金融事業収入やデバイス関連収入、

サイバーセキュリティ・AIインテグレーション、データセンター収入の増加等により、1,487,316百万円（5.1％

増）となりました。 

調整後営業利益は、前年同期と比較し、売上高の増加等により、314,262百万円（21.1％増）となりました。 

親会社の所有者に帰属する調整後四半期利益は、193,442百万円（21.6％増）となりました。 

 

当第１四半期連結会計期間より、マネジメントアプローチに基づき、経営資源の配分・業績評価の単位をベース

に、報告セグメントを「パーソナル」、「ビジネス」の２区分から、「テレコムコア」、「パーソナルグロース」、「ビ

ジネスグロース」の３区分に再編いたしました。これに伴い、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報につい

ては、変更後のセグメント区分に基づき作成したものを開示しております。 
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テレコムコアにおける、当第１四半期の業績概要等は以下のとおりです。 

 

■業 績 

第１四半期連結累計期間 

   （単位：百万円）

 

前第１四半期 

連結累計期間 
自 2025年４月１日 

至 2025年６月30日 

当第１四半期 

連結累計期間 
自 2026年４月１日 

至 2026年６月30日 

比較増減 

 

増減率 

（％） 

売 上 高 1,047,874 1,083,671 35,797 3.4 

調 整 後 営 業 利 益 176,317 210,706 34,389 19.5 
 

当第１四半期連結累計期間の売上高は、前年同期と比較し、モバイル収入の増加等により、1,083,671百万円

（3.4％増）となりました。 

調整後営業利益は、前年同期と比較し、売上高の増加等により、210,706百万円（19.5％増）となりました。 

 

 

パーソナルグロースにおける、当第１四半期の業績概要等は以下のとおりです。 

 

■業 績 

第１四半期連結累計期間 

   （単位：百万円）

 

前第１四半期 

連結累計期間 
自 2025年４月１日 

至 2025年６月30日 

当第１四半期 

連結累計期間 
自 2026年４月１日 

至 2026年６月30日 

比較増減 

 

増減率 

（％） 

売 上 高 258,683 280,820 22,137 8.6 

調 整 後 営 業 利 益 50,773 55,491 4,717 9.3 

当第１四半期連結累計期間の売上高は、前年同期と比較し、金融事業収入やデバイス関連収入の増加等により、

280,820百万円（8.6％増）となりました。 

調整後営業利益は、前年同期と比較し、デバイス関連収入の増加やローソンの持分法投資利益の増加等により、

55,491百万円（9.3％増）となりました。 

 

 

ビジネスグロースにおける、当第１四半期の業績概要等は以下のとおりです。 

 

■業 績 

第１四半期連結累計期間 

   （単位：百万円）

 

前第１四半期 

連結累計期間 
自 2025年４月１日 

至 2025年６月30日 

当第１四半期 

連結累計期間 
自 2026年４月１日 

至 2026年６月30日 

比較増減 

 

増減率 

（％） 

売 上 高 147,810 165,152 17,341 11.7 

調 整 後 営 業 利 益 15,180 18,453 3,273 21.6 

当第１四半期連結累計期間の売上高は、前年同期と比較し、サイバーセキュリティ・AIインテグレーション、デ

ータセンター収入の増加等により、165,152百万円（11.7％増）となりました。 

調整後営業利益は、前年同期と比較し、売上高の増加等により、18,453百万円（21.6％増）となりました。 
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（２）当四半期の財政状態の概況 

① 財政状態 

   （単位：百万円）

 

 

前連結会計年度 

2026年３月31日 

 

当第１四半期 

連結会計期間 

2026年６月30日 

比較増減 

資産合計 19,063,364 18,854,231 △209,133 

負債合計 13,470,674 13,207,954 △262,720 

資本合計 5,592,690 5,646,278 53,587 

親会社の所有者に帰属する持分 5,076,738 5,127,098 50,360 

親会社所有者帰属持分比率（％） 26.6 27.2 0.6 

（資産） 

資産は、金融事業の貸出金、営業債権及びその他の債権等が減少したことにより、前連結会計年度末と比較

し、209,133百万円減少し、18,854,231百万円となりました。 

（負債） 

負債は、コールマネー等が増加したものの、営業債務及びその他の債務、借入金及び社債等が減少したことに

より、前連結会計年度末と比較し、262,720百万円減少し、13,207,954百万円となりました。 

（資本） 

資本は、親会社の所有者に帰属する持分の増加等により、5,646,278百万円となりました。 

以上の結果、親会社所有者帰属持分比率は、前連結会計年度末の26.6％から27.2％となりました。 
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② キャッシュ・フローの状況 

 （単位：百万円）

 

前第１四半期 

連結累計期間 
自 2025年４月１日 

至 2025年６月30日 

当第１四半期 

連結累計期間 
自 2026年４月１日 

至 2026年６月30日 

比較増減 

営業活動によるキャッシュ・フロー 331,099 △113,535 △444,634 

投資活動によるキャッシュ・フロー △241,588 △144,380 97,208 

フリー・キャッシュ・フロー ※ 89,512 △257,914 △347,426 

財務活動によるキャッシュ・フロー △45,144 △37,100 8,044 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,036 3,133 5,170 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 42,331 △291,881 △334,212 

現金及び現金同等物の期首残高 921,175 1,078,807 157,632 

現金及び現金同等物の期末残高 963,507 786,926 △176,581 
※ フリー・キャッシュ・フローは「営業活動によるキャッシュ・フロー」と「投資活動によるキャッシュ・フロー」の合計であり

ます。 

 

営業活動によるキャッシュ・フロー（支出）は、前年同期と比較し、金融事業の借入金が増加から減少に転じた

こと等により、444,634百万円増加し、113,535百万円の支出となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フロー（支出）は、前年同期と比較し、金融事業の有価証券の売却または償還によ

る収入の増加等により、97,208百万円減少し、144,380百万円の支出となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フロー（支出）は、前年同期と比較し、自己株式の取得のための預け金の増加によ

る支出等が増加したものの、短期借入金の増加幅が大きくなったことによる収入の増加等により、8,044百万円減

少し、37,100百万円の支出となりました。 

また、上記キャッシュ・フローに加えて、現金及び現金同等物に係る換算差額により3,133百万円増加した結

果、当第１四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末と比較し、291,881百

万円減少し、786,926百万円となりました。 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

通期の連結損益状況につきましては、売上高は6,410,000百万円、調整後営業利益は1,210,000百万円、親会社の

所有者に帰属する調整後当期利益は731,000百万円を予想しており、2026年３月期決算短信（2026年５月12日開示）

に記載した内容と変更しておりません。 

今後の状況の変化によって業績予想の修正が必要になった場合、速やかに開示いたします。 

（４）事業等のリスク 

当第１四半期連結累計期間及び当第１四半期決算短信提出日現在において、前連結会計年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」に重要な変更はありません。 

なお、「事業等のリスク」の「（２）通信の秘密及び顧客情報の不適切な取り扱いや流出、及び、当社の提供する

製品・サービスの不適切な利用等」に関連し、2026年６月23日付「ISP事業者向けメールシステムに対する不正アク

セスの発生について」並びに2026年７月６日付「ISP事業者向けメールシステムに対する不正アクセスについてのお

詫びとご報告」にてお知らせしましたとおり、当社がインターネットサービスプロバイダーさま（以下ISP事業者さ

ま）向けに提供するメールシステムが第三者による不正アクセスを受けたことに伴い、当該システムのメール関連

情報（メールアドレス等）が外部に漏えいしていたことが判明しました。本件については、対象のISP事業者さまと

連携し、必要な対応を実施するとともに、再発防止に取り組んでおります。 
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２．要約四半期連結財務諸表及び主な注記 

（１）要約四半期連結財政状態計算書 
（単位：百万円）

 
前連結会計年度 

（2026年３月31日） 
 
当第１四半期連結会計期間 

（2026年６月30日） 

資産    

非流動資産：    

有形固定資産 2,999,321  2,981,189 

使用権資産 521,939  547,019 

のれん 580,269  580,482 

無形資産 1,058,151  1,061,190 

持分法で会計処理されている投資 715,022  712,135 

金融事業の貸出金 5,534,048  5,657,589 

金融事業の有価証券 708,845  731,580 

その他の長期金融資産 543,633  549,229 

退職給付に係る資産 8,112  6,780 

繰延税金資産 26,261  10,602 

契約コスト 732,510  752,451 

その他の非流動資産 56,826  56,895 

非流動資産合計 13,484,936  13,647,141 

    

流動資産：    

棚卸資産 140,295  152,489 

営業債権及びその他の債権 3,227,074  3,085,942 

金融事業の貸出金 864,429  585,806 

コールローン 33,372  63,931 

その他の短期金融資産 40,055  43,472 

未収法人所得税 4,225  3,785 

その他の流動資産 190,171  484,739 

現金及び現金同等物 1,078,807  786,926 

流動資産合計 5,578,428  5,207,090 

資産合計 19,063,364  18,854,231 
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（単位：百万円）

 
前連結会計年度 

（2026年３月31日） 
 
当第１四半期連結会計期間 

（2026年６月30日） 

負債及び資本    

負債    

非流動負債：    

借入金及び社債 2,588,058  2,511,474 

金融事業の預金 120,583  114,752 

リース負債 382,914  388,910 

その他の長期金融負債 24,974  28,395 

退職給付に係る負債 12,509  11,314 

繰延税金負債 250,231  242,812 

引当金 39,684  38,128 

契約負債 98,567  90,479 

その他の非流動負債 15,180  15,174 

非流動負債合計 3,532,699  3,441,437 

    

流動負債：    

借入金及び社債 2,279,998  2,137,203 

営業債務及びその他の債務 973,109  788,862 

金融事業の預金 5,546,369  5,645,963 

コールマネー 2,718  130,000 

債券貸借取引受入担保金 430,286  427,558 

リース負債 124,381  128,559 

その他の短期金融負債 2,942  2,573 

未払法人所得税 174,022  79,342 

引当金 49,970  53,047 

契約負債 102,966  122,420 

その他の流動負債 251,213  250,990 

流動負債合計 9,937,974  9,766,517 

負債合計 13,470,674  13,207,954 

    

資本    

親会社の所有者に帰属する持分    

資本金 141,852  141,852 

資本剰余金 257,627  257,013 

自己株式 △822,073  △431,645 

利益剰余金 5,406,985  5,061,259 

その他の包括利益累計額 92,347  98,619 

親会社の所有者に帰属する持分合計 5,076,738  5,127,098 

非支配持分 515,952  519,180 

資本合計 5,592,690  5,646,278 

負債及び資本合計 19,063,364  18,854,231 
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（２）要約四半期連結損益計算書 
（単位：百万円）

 
 前第１四半期連結累計期間 

（自 2025年４月１日 
  至 2025年６月30日） 

 
 当第１四半期連結累計期間 

（自 2026年４月１日 
  至 2026年６月30日） 

売上高 1,415,734  1,487,316 

売上原価 800,256  835,234 

売上総利益 615,478  652,082 

販売費及び一般管理費 362,623  355,552 

その他の収益 3,617  7,780 

その他の費用 6,500  1,427 

持分法による投資損益（△は損失） 9,500  11,365 

営業利益 259,473  314,248 

金融収益 4,313  5,930 

金融費用 7,948  11,619 

その他の営業外損益（△は損失） 866  △93 

税引前四半期利益 256,704  308,466 

法人所得税費用 78,708  87,009 

四半期利益 177,996  221,457 

    

四半期利益の帰属    

親会社の所有者 160,069  195,465 

非支配持分 17,928  25,992 

四半期利益 177,996  221,457 

    

親会社の所有者に帰属する１株当たり四半期利益    

基本的１株当たり四半期利益（円） 40.23  51.34 

希薄化後１株当たり四半期利益（円） 40.22  51.33 
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（３）要約四半期連結包括利益計算書 
 （単位：百万円）

 
 前第１四半期連結累計期間 

（自 2025年４月１日 
  至 2025年６月30日） 

 
 当第１四半期連結累計期間 

（自 2026年４月１日 
  至 2026年６月30日） 

四半期利益 177,996  221,457 

    

その他の包括利益    

純損益に振り替えられることのない項目    

確定給付型年金制度の再測定額 △530  － 

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資

本性金融商品の公正価値変動額 
3,446  1,903 

持分法適用会社におけるその他の包括利益に対す

る持分相当額 
239  △3 

合計 3,155  1,900 

純損益に振り替えられる可能性のある項目    

キャッシュ・フロー・ヘッジ △378  13 

在外営業活動体の換算差額 4,338  6,013 

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する負

債性金融商品の公正価値変動額 
－  △496 

持分法適用会社におけるその他の包括利益に対す

る持分相当額 
△1,822  939 

合計 2,138  6,470 

その他の包括利益合計 5,293  8,370 

四半期包括利益合計 183,290  229,827 

    

四半期包括利益合計の帰属    

親会社の所有者 165,855  203,061 

非支配持分 17,434  26,765 

合計 183,290  229,827 

（注）上記の計算書の項目は税引後で開示しております。 
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（４）要約四半期連結持分変動計算書 
前第１四半期連結累計期間（自 2025年４月１日 至 2025年６月30日） 

 

 （単位：百万円）

 親会社の所有者に帰属する持分  

非支配 
持分 

 

資本 
合計 

 資本金  
資本 
剰余金 

 
自己 
株式 

 
利益 
剰余金 

 
その他の 
包括利益 
累計額 

 合計   

2025年４月１日 141,852  259,047  △819,072  5,400,113  50,556  5,032,495  522,500  5,554,995 

四半期包括利益                

四半期利益 －  －  －  160,069  －  160,069  17,928  177,996 

その他の包括利益 －  －  －  －  5,787  5,787  △493  5,293 

四半期包括利益合計 －  －  －  160,069  5,787  165,855  17,434  183,290 

所有者との取引額等                

剰余金の配当 －  －  －  △149,238  －  △149,238  △40,886  △190,124 

その他の包括利益累計額から利

益剰余金への振替 
－  －  －  △1,890  1,890  －  －  － 

自己株式の取得及び処分 －  －  △4  －  －  △4  －  △4 

自己株式の消却 －  △396,515  396,515  －  －  －  －  － 

利益剰余金から資本剰余金への

振替 
－  396,515  －  △396,515  －  －  －  － 

企業結合による変動 －  －  －  －  －  －  369  369 

支配継続子会社に対する 

持分変動 
－  △293  －  －  －  △293  △556  △849 

その他 －  △127  339  △1,045  －  △834  39  △795 

所有者との取引額等合計 －  △420  396,850  △548,687  1,890  △150,368  △41,035  △191,403 

2025年６月30日 141,852  258,627  △422,222  5,011,495  58,232  5,047,983  498,899  5,546,881 
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当第１四半期連結累計期間（自 2026年４月１日 至 2026年６月30日） 

 

 （単位：百万円）

 親会社の所有者に帰属する持分  

非支配 
持分 

 

資本 
合計 

 資本金  
資本 
剰余金 

 
自己 
株式 

 
利益 
剰余金 

 
その他の 
包括利益 
累計額 

 合計   

2026年４月１日 141,852  257,627  △822,073  5,406,985  92,347  5,076,738  515,952  5,592,690 

四半期包括利益                

四半期利益 －  －  －  195,465  －  195,465  25,992  221,457 

その他の包括利益 －  －  －  －  7,597  7,597  773  8,370 

四半期包括利益合計 －  －  －  195,465  7,597  203,061  26,765  229,827 

所有者との取引額等                

剰余金の配当 －  －  －  △152,366  －  △152,366  △26,724  △179,090 

その他の包括利益累計額から利

益剰余金への振替 
－  －  －  1,325  △1,325  －  －  － 

自己株式の取得及び処分 －  －  △0  －  －  △0  －  △0 

自己株式の消却 －  △390,094  390,094  －  －  －  －  － 

利益剰余金から資本剰余金への

振替 
－  390,094  －  △390,094  －  －  －  － 

企業結合による変動 －  －  －  －  －  －  314  314 

支配継続子会社に対する 

持分変動 
－  △413  －  －  －  △413  2,878  2,465 

その他 －  △201  335  △56  －  78  △6  72 

所有者との取引額等合計 －  △614  390,429  △541,191  △1,325  △152,701  △23,538  △176,239 

2026年６月30日 141,852  257,013  △431,645  5,061,259  98,619  5,127,098  519,180  5,646,278 
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（５）要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書 
 （単位：百万円）

 
 前第１四半期連結累計期間 

（自 2025年４月１日 
  至 2025年６月30日） 

 当第１四半期連結累計期間 
（自 2026年４月１日 

  至 2026年６月30日） 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期利益 256,704 308,466 

減価償却費及び償却費 171,383 173,632 

減損損失 53 － 

損失評価引当金繰入額 126 △931 

持分法による投資損益（△は益） △9,500 △11,365 

固定資産売却損益（△は益） △2 △15 

受取利息及び受取配当金 △3,869 △3,382 

支払利息 5,642 10,307 

営業債権及びその他の債権の増減額（△は増加） 68,604 102,251 

営業債務及びその他の債務の増減額（△は減少） △114,988 △127,719 

金融事業の貸出金の増減額（△は増加） △403,494 155,192 

金融事業の預金の増減額（△は減少） 212,596 93,763 

金融事業の借入金の増減額（△は減少） 360,000 △664,000 

コールローンの増減額（△は増加） △94,610 △30,559 

コールマネーの増減額（△は減少） △879 127,282 

債券貸借取引受入担保金の増減額（△は減少） 47,487 △2,728 

棚卸資産の増減額（△は増加） 18,983 △12,138 

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △179 1,332 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 249 △1,196 

その他 △56,653 △70,089 

小計 457,654 48,104 

利息及び配当金の受取額 44,834 19,998 

利息の支払額 △6,320 △10,551 

法人所得税の支払額 △165,069 △171,085 

営業活動によるキャッシュ・フロー合計 331,099 △113,535 

   

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △88,255 △82,997 

有形固定資産の売却による収入 82 107 

無形資産の取得による支出 △66,291 △72,913 

金融事業の有価証券の取得による支出 △78,757 △54,592 

金融事業の有価証券の売却または償還による収入 12,522 50,939 

その他の金融資産の取得による支出 △22,974 △21,645 

その他の金融資産の売却または償還による収入 4,168 38,537 

子会社の支配獲得による支出 △2,592 △92 

関連会社株式の取得による支出 － △500 

子会社及び関連会社株式の売却による収入 1,198 － 

子会社に対する支配喪失による支出 － △507 

その他 △688 △716 

投資活動によるキャッシュ・フロー合計 △241,588 △144,380 
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 （単位：百万円）

 
 前第１四半期連結累計期間 

（自 2025年４月１日 
  至 2025年６月30日） 

 当第１四半期連結累計期間 
（自 2026年４月１日 

  至 2026年６月30日） 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入の純増減額（△は減少） 183,000 386,480 

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減少） 49,973 139,855 

社債償還及び長期借入返済による支出 △40,002 △82,002 

リース負債の返済による支出 △48,170 △51,472 

非支配持分からの子会社持分取得による支出 △807 △862 

非支配持分からの払込みによる収入 6 5 

自己株式の取得による支出 △4 △0 

配当金の支払額 △148,370 △151,579 

非支配持分への配当金の支払額 △40,816 △27,526 

自己株式の取得のための預け金の増減額（△は増加） － △250,000 

その他 46 △0 

財務活動によるキャッシュ・フロー合計 △45,144 △37,100 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,036 3,133 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 42,331 △291,881 

現金及び現金同等物の期首残高 921,175 1,078,807 

現金及び現金同等物の四半期末残高 963,507 786,926 
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（６）継続企業の前提に関する注記 
 該当事項はありません。 

 

（７）要約四半期連結財務諸表注記 

１．報告企業 

 

 KDDI株式会社（以下「当社」）は日本の会社法に従い設立された株式会社であります。当社の所在地は日本で

あり、登記している本社の住所は東京都新宿区西新宿２丁目３番２号であります。当社の要約四半期連結財務諸

表は2026年６月30日を期末日とし、当社及び子会社（以下「当社グループ」）、ならびに当社グループの関連会社

及び共同支配企業に対する持分により構成されております。なお、当社は、当社グループの最終的な親会社であ

ります。 

 当社グループの主な事業内容及び主要な活動は、「４.セグメント情報(1）報告セグメントの概要」に記載して

おります。 

２．作成の基礎 

 

(1）要約四半期連結財務諸表に適用される財務報告の枠組みに関する事項 

 当社グループの要約四半期連結財務諸表は、「株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第５

条第２項（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第５条第５項に定める記載の省略が適用されている。）」に準

拠して作成しております。なお、要約四半期連結財務諸表は、年度の連結財務諸表で要求されている全ての情

報を含んでいないため、2026年３月31日に終了した１年間の連結財務諸表と併せて利用されるべきものです。 

 

(2）測定の基礎 

  当社グループの要約四半期連結財務諸表は、要約四半期連結財政状態計算書における以下の重要な項目を除

き、取得原価を基礎として作成しております。 

・デリバティブ資産及びデリバティブ負債（公正価値で測定） 

・純損益を通じて公正価値で測定する金融資産または金融負債 

・その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産 

・確定給付制度に係る資産または負債（確定給付制度債務の現在価値から制度資産の公正価値を控除して測

定） 

 

(3）表示通貨及び単位 

 当社グループの要約四半期連結財務諸表の表示通貨は、当社が営業活動を行う主要な経済環境における通貨

である日本円であり、百万円未満を四捨五入して表示しております。 

 

(4）見積り及び判断の利用 

 要約四半期連結財務諸表の作成において、会計方針の適用、資産・負債・収益及び費用の報告額に影響を及

ぼす判断、見積り及び仮定の設定を行っております。これらの見積り及び仮定は、過去の経験及び利用可能な

情報を収集し、決算日において合理的であると考えられる様々な要因等を勘案した経営者の最善の判断に基づ

いております。しかし、その性質上、これらの見積り及び仮定に基づく数値は実際の結果と異なる可能性があ

ります。 

 見積り及び仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの見直しによる影響は、その見積りを見直した連

結会計期間と将来の連結会計期間において認識されます。 

 本要約四半期連結財務諸表の金額に重要な影響を与える判断、見積り及び仮定は、原則として前連結会計年

度に係る連結財務諸表と同様であります。 

 

(5）新たな基準書及び解釈指針の適用 

 当社グループは、当第１四半期連結会計期間より新たに適用を開始した重要な基準書及び解釈指針はありま

せん。 
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(6）未適用の公表済み基準書 

 本要約四半期連結財務諸表の承認日までに公表されている基準書及び解釈指針の新設又は改訂のうち、当社

グループが早期適用していない主なものは以下のとおりです。当社グループの連結財務諸表に与える影響は現

在評価中です。 

 

基準書  基準名  
強制適用時期 

（以降開始年度）
 

当社グループ 
適用予定時期 

 新設・改訂の概要 

IFRS第18号 

 

財務諸表における

表示及び開示  

2027年１月１日 

 

2028年３月期 

 

財務諸表における表示及び開示に関

する現行の会計基準であるIAS第１

号を置き換える新基準 

３．重要性がある会計方針 

 

 当社グループが本要約四半期連結財務諸表の作成にあたって採用した重要性がある会計方針は、前連結会計年

度に係る連結財務諸表において採用した会計方針と同一であります。なお、要約四半期連結財務諸表における法

人所得税費用は、税引前四半期利益に対して、見積平均年次実効税率を用いて算定しております。また、当社及

び一部の国内連結子会社は、グループ通算制度を適用しております。 
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４．セグメント情報 

 

(1）報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会等が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもの

であります。 

当社グループは、当第１四半期連結会計期間より、マネジメントアプローチに基づき、経営資源の配分・業

績評価の単位をベースに、報告セグメントを「パーソナル」、「ビジネス」の２区分から、「テレコムコア」、

「パーソナルグロース」、「ビジネスグロース」の３区分に再編いたしました。 

なお 、経済的特徴が類似している、個人向け通信（テレコム）及び周辺領域事業、法人向け通信（テレコ

ム）及び周辺領域事業に係る事業セグメントを集約し、報告セグメント「テレコムコア」としております。 

 

テレコムコアセグメントでは、個人のお客さま及び法人のお客さま向けに通信及びその周辺サービス（au・

UQ・povoのマルチブランドによる通信サービス、スマートフォン・携帯電話販売、FTTH／CATVサービスなど）

を提供しております。 

LTV(ライフタイムバリュー)を重視した構造改革を推進し、モバイル収入と営業利益の安定成長を追求しま

す。さらに、AIの活用により通信品質の更なる高度化と運用の効率化を推進し、筋肉質な利益構造へと変革す

ることで、グループ成長のための投資原資を創出します。 

 

パーソナルグロースセグメントでは、個人のお客さま向けに非通信サービス（金融、エネルギー、端末修理

などのデバイス関連サービス、Pontaパス／ローソンなど）を提供しております。 

AIを活用しお客さまの生活に寄り添う「AI生活力」を提供するために、通信を核とした多様なサービスを融

合させ、新たな体験価値を創出します。金融、エネルギーに加え、デバイス、Pontaパス／ローソンの領域

で、新たなビジネスモデルの創出に向けた取組を加速させるとともに、日本国内で得た知見や成功モデルの海

外展開を図り、さらなる成長を目指します。 

 

ビジネスグロースセグメントでは、法人のお客さま向けにAI前提社会を支える5つの事業領域（AIインテグ

レーション、サイバーセキュリティ、コネクティッド、データセンター、AI-BPO）を提供しております。 

AIインテグレーション、サイバーセキュリティの領域で、AI活用ニーズや制度変更機会などを捉え、成長を

加速します。また、コネクティッド、データセンターの領域では、次なるデジタルインフラとして高付加価値

化と安定成長の両立を目指し、AI-BPOではAIを駆使しお客さま体験価値向上と企業業務の変革を推進していき

ます。 

 

セグメントの再編に伴い、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後のセグメント区

分に基づき作成したものを開示しております。 

 

(2）報告セグメントごとの売上高、利益または損失、その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「３．重要性がある会計方針」をご参照ください。 

報告セグメントの利益は、当第１四半期連結会計期間より、営業利益から非経常的な損益やポートフォリオ

見直しに伴う一時損益を除外した数値としております。これに伴い、前第１四半期連結累計期間に係る数値

も、これらを除外した数値としております。 

セグメント間の取引価格は、第三者取引価格または総原価を勘案し、価格交渉のうえ決定しております。 

資産及び負債は、報告セグメントに配分しておりません。 
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(3）報告セグメントごとの売上高、利益または損失の金額に関する情報 

当社グループのセグメント情報は以下のとおりであります。 

 

前第１四半期連結累計期間（自 2025年４月１日 至 2025年６月30日） 

             （単位：百万円）

 

報告セグメント  

その他 
（注）１ 

 合計  
調整額 

（注）２ 
 連結 

テレコム 
コア 

 
パーソナル 
グロース 

 
ビジネス 
グロース 

 計  

売上高    

外部顧客への売上高 1,026,674 241,951  118,855 1,387,479  28,255 1,415,734  － 1,415,734 

セグメント間の内部

売上高または振替高 
21,200 16,732  28,956 66,888  31,224 98,112  △98,112 － 

 計 1,047,874 258,683  147,810 1,454,368  59,479 1,513,847  △98,112 1,415,734 

セグメント利益 

（調整後営業利益） 
176,317 50,773  15,180 242,270  17,809 260,079  △606 259,473 

調整項目    － 

営業利益    259,473 

金融収益及び金融費用    △3,636 

その他の営業外損益    866 

税引前四半期利益    256,704 

 

当第１四半期連結累計期間（自 2026年４月１日 至 2026年６月30日） 

             （単位：百万円）

 

報告セグメント  

その他 
（注）１ 

 合計  
調整額 

（注）２ 
 連結 

テレコム 
コア 

 
パーソナル 
グロース 

 
ビジネス 
グロース 

 計  

売上高    

外部顧客への売上高 1,064,511 261,177  133,435 1,459,123  28,193 1,487,316  － 1,487,316 

セグメント間の内部

売上高または振替高 
19,160 19,643  31,717 70,520  30,581 101,101  △101,101 － 

 計 1,083,671 280,820  165,152 1,529,643  58,775 1,588,418  △101,101 1,487,316 

セグメント利益 

（調整後営業利益） 
210,706 55,491  18,453 284,650  29,869 314,519  △257 314,262 

調整項目    △14 

営業利益    314,248 

金融収益及び金融費用    △5,689 

その他の営業外損益    △93 

税引前四半期利益    308,466 

 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、設備の建設及び保守等の事業

を含んでおります。 

２．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。 

 


